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<生活保護基準の検証方針>

0 生活保護基準にっいては、5年に一度の定期的な検証として、社会保障審議会生活保護基準部会(以下「基準部ム」という。)
において、全国消費実態調査のデータ等を用いて、的・、{から二

0 生活保護基準の改定にっいては、昭和59年以降、一般国民の消費実態との均衡を図る「フK準均衡方式」の考え方を採用。
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<生活扶助基準の検証結果>

0 生活扶助基準の水準の妥当性の検証(高さ比べ)

夫婦子一人世帯をモデル世帯として、年収階級第1・十分位の一般世帯の平均生活扶助相当支出額と、現行の生活扶助
基準額を比較→概ね均衡

0年齢、世帯人員、居住地域別にみた消費実態の検証
年齢・世帯人員・居住地域(級地)別に、消費実態と現行基準額とを比較

とするな

f

<有子世帯における加算措置の見直し>
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0児童養育加算や母子加算にっいては、費用の必要性や設定根拠が不明確であるという指摘があったが今般、宜王世螢垈
お1「どもの全に,'ナ'やの「かかL悌しのヒしてすることにした。また、
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<検証結果の反映>
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0 それぞれのj

影響に十分配慮」し、

ど、激変緩和措置を講じることにしている。
0 このため、政府予算案においては、減額する場合の幅は5%P 内に止め

現行:月1万円(3歳未満等1.5万円)/中学生まで

現行.母子(子ども1人)の場合平均月約2.1万円

としてどのよ'な
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にせて生二;の官し繕'を行うこととしているが、基準部会においては、「世帯への
「検証結果を機械的に当てはめることのないよう」と指摘。'
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1 平成30年度生活保護基準改定内容

(1)生活扶助基準の見直し

ア夫婦子 1 人世帯(モデル世帯)の基準額は、一般低所得世帯の消費水準と均衡。年齢・世帯人員・

居住1也域別にみると、消費実態と基準額にぱらつき。

イ生活保護基準部会において「.世帯への景架に十分考慮ル、「検証結果を機械的に当てはめること

のないよう」と指摘されていること等を踏まえ、多人数世帯や都市部の単身高齢世帯等への減額影

響が大きくならないよ軌個々の世帯での生活扶助本体、母子加算等の合計の減額幅を、見直し前

から▲5%以内にとどめる。

ウ被保護者世帯への周知や地方自治体におけるシステム改修に要する期間を考慮して、平成30年

10月から実施することとしたうぇで、激変緩和のために、3年間をかけて段階的に実施。

(平成30年10月、令和元年10月、令和2年10月を想定)

(2)1児童養育加算、母子加算の見直し

ア児童養育加算

児童手当と同額とする基準を改め、子ども1人に対して、一律月額1万円を支給するとともに、支

給対象を「中学生まで」から「高校生まで」に拡大。3歳未満等の見直しは段階的に実施(平成30

年10月、令和元年伯月、令和2年10月の3段階を想定)するがL新たに支給対象となる 18,歳まで

の児童養育加算は平成30年10月から段階施行を行わず支給。

イ母子加算

ひとり親世帯がふたり親世帯と同等の生活水準を保っために必要となる費用として推計した額と

実データから算出した額との差額を考慮して、加算額を平均月額約2,1万円から平均月額約1.フ

万円とする改定を行う。見直しは段階的に実施(平成30年10月、、令和元年伯月、令和2年10月の

3段階を想定)する。

加算名

児童養育加算

見直し前

3~'15 歳 10,000円

3歳未満、第3子以降
15,000円

母子加算

(2級地)

1人

平成30年10月

2人

3~揺.歳

10ρ00円

3人

※令和元年10月の加算にっいては、平成30年10月から段階的に実施している生活扶助基準の見直し(施行

2年助を記載するとともに(0内に令和元年10月の消費税率の引上げの影響を含む国民の消費動向などを

勘案した改定を併記した。

21,300円

(未定)

2,1,200円

4人

令和元年10月

(※)

22i鵠0円

13β00円

3~18 歳 10,000円

(10,190円)

23,740円
23,900円

(未定)

19β00円

24,590円

22,400円

11,600円

(11,820円)

令和2年10月

網額)

3~18 歳 10,0.00円

(未定)

23,900円

袷,400円

(18,800円)

26,500円

(未定)
25,400円

21,900円

(22,400円)

10,000円

(未定)

24,000円

(24,600円)
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17,000円

(未定)

26,100円

(26,800円)



1

(3)教育扶助・高等学キ文等就学費の見直し

学習支援費については、毎月の金銭給付を改め、年度上限を設けた上でクラブ活動費の実費支給を

行う方法とするとともに、入学準備金の増額や高校受験料の支給,回数の拡大(原則2回)等の見直しを
イテう。

見直しは平成30年10月から段階施行を行わず支給。

項目

基準額

(小・中学中支)

基本客凱高校)

見直し前

月額

小学校

中学校

校冒

相当額(私立含む)

(2校目の支給可)

学習支援費

年額侠費上限額)
小学校 64,300円

中学校 81氾00円

。校 87,900円

2,210円

4290円

5,450円

月額(年額^)

小学校 2,腿0円

③,560円)
中学校 4450円
(53,400円)

高校 5'150円

(61,800円)

平成30年10月

月^亘

小学校

中学校

校
^

^

入学準備金

学生服等購入分

見直し後は学生

服等の複数回の

支給が認められ

る。

2,600円

5,・ 000円

5,200円

令和元年10月

(※)

年額(実費上限客助

小学校、巧,700円
中学校'58,700円

校 83,000円冒

年額(実費上限額)
小学校 40,'600円

中学校 47,400円

局校腿,200円

月額

小学校

中学校

入学考査料

(高校受験)

高校

2,600円

5,100円

5,300円

※教育扶助・高等学事交等就学費の見直しについては、経過1昔置はないが、令和元年10月の消費税率の引上

げの景響を含む国民の消費動向などを勘案した改定により一部変更がある。

公立高校相当額
(1 回限り)

年額(実費上限客亘)
小学校 16,000円

中学校 59,800円

校' 84600円冒

年額(実費上限客助

小学校.63,100円

中学校 79,500円
校 86,300円宕

備考

学用品購入費等

(4)進学準備給付金の創設

子どもの大学等への進学を支援するため一時金を支給(自宅生10万円・自宅外生30万円)

※平成30年度から実施。
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現行:図書等家

庭内学習費及ぴ

クラブ活動費分

見直し後:クラブ

活動費分



2 厚生労働省が示した世帯類型別生活扶助基準額(案)

(平成31年3月6日生活保護関係全国係長会議資料から抜粋)

、

世帯類型

夫婦子1人世帯
(30代夫婦、子3~5歳)

夫婦子2人世帯
(40代夫婦、中学生と小学生)

^

母子世帯
(子1人、30代親、小学生)

基準額①
(2018年10月~伯年9月)

母子世帯
(子2人、40代親、中学生と小学生)

生活扶助基準本体(第1類費・第2頬費、2級地の1)のみ

母子世帯
(子2人、40代親、高校生と中学生)

基準見直い年目

13.5万円

曵玉Lヨ注事,

16.6万円

若年単身世帯
(50代)

0、

基準見直し2年目の
影響のみ②

基準額
(2019年10月~20年9月)

10.7万円

若年夫婦世帯
(50代夫婦)

郷写'

1_,'

14.0万円

高齢単身世帯

(65歳)

13.5万円

零9・'

'・'、らの増減'

14.6万円

高齢単身世帯
(70歳)

16.3万円

^鬼ヒ

0"

②十消費動向等勘案

高齢単身世帯
(75歳)

フ.2万円

'主

1廓

11.0万円

高齢夫婦世帯
(65歳夫婦)

13.8万円

一α豆

11.0万円

13.7万円

高齢夫婦世帯
(75歳夫婦)

ヰ

基準額③
(2018年10月~19年9月)

生活扶助基準本体(2級地のわ+児童養育加算+母子加算

.ヲ

半1キ2払

フ,1万円

14.3万円

16.5万円

減率

"、"'叉婆'
.,一壱6%
磯こみ姦

、%

ー'

6.8万円

03、

基準見直い年目

1工1万円

フ.1万円

6.6万円

-019/

11.2万円

140万円

10.9万円

14.5万円

-4%
轟.即こJ.ノ.、岳

14.5万円

フ.0万円

見直し、

"、」'

18.6万円

10.1 万円

t' 0.9、

6.8万円

基準見直し2年目の
影響のみ④

・、%

^

基準額

(2019年10月~20年9月)

フ.2万円

5、

13,6万円

^_・1,4 '゛寺鼠゜_ー,

11.4万円

6,6万円

0群列

. 0

06

t

14.5万円

11.0万円

18.2万円

、5

、、コ

3.1 L

フ.1万円

18.3万円

10.2万円

18.8万円

0 、

0.

」0怨

'00

0

④十消費動向等勘案

6.9万円

13.8万円

^

^

6.6万円

18,0万円

14.7万円

^

11.1万円

18.6万円

、

18.5万円

^

^
10.4万円

14.0万円

0

2狩

18,3万円

^

.6N

^
18.8万円 0^0
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f参考1

各

都道府県知事

指定都市市長

中核市市長

厚生労働事務次官

(公印省略)

生活保護基準の見直しに伴い他制度に生じる影響について(通知)

殿

生活保護基準については、かねてより御案内の'とおり、本年10月1日より,新たな

生活保護基準に見直すこととしています。

生活保護基準の見直しに伴い・、他制度に影響が生じる可能性が指摘されている二と

から、政府として、できる限り影響が及ばないようにするため、全閣僚で対応方針(別

添1)を確認しており、'この対応方針については、生活保護基準の見直しの考え方(別

添2)と併せ,て、既に、本年.3月1日の社会・援護局関係主管課長会議等において情

報提供しているところです。

今般、生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正

する法律(平成30年法律第44号)が成立したところですが、これとあわせて「生活

保護基準は社会保障、教育、税など様々な施策の適用基準と連動していることから、

平成三十年度の基準の見直しにより生活水準の低下を招かないよう、地方自治体への

周知徹底を含め万全の措置を講ずることとする附帯決議が参議院厚生労働委員会に

おいて可決されました。

このため、生活保護基準の見直しに伴い直接影響を受け得る国の制度(別添3)、1、こ

ついては、生活保護基準額が減額となる場合に、それぞれの制度の趣旨や目的、実態

を十分考慮しながら、できる限り、その影響が及ばないよう対応する,とともに、地方

自治体で独自に実施されている事業についても、この政府の対応方針及び参議院厚生

労働委員会の附帯決議の趣旨を御理解いただき、適切に御判断・御対応いただきます

よう、お顧い申し上げます。

関連する諸施策を所管する内部部局に、幅広く周知をお願いするとと,もに、各都道

府県におかれましては、貴管内市区町村に対する周知につき、ご配慮をお願いいたし

ます。

なお、現在、・生活保護基準の見直しに伴う地方単独事業への影響に関する調査につ

いて検討しております。今後改めて連絡を行う予定ですが、予めご承知置き下さい。

厚生労働省発社援0619第3号

平成 3 0年6月1 9日
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